
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

要求からの主な変更点 要求どおり

H28

 概算事業費（B（A）+C） 75,664 73,931 47,750

概　算
人件費

0.60 0.60 0.60

4,955 4,955 4,955

48,417 47,711 28,543

70,709 68,976

目標 成果 達成状況予
算
額

前年度繰越

当初予算 109,958 89,173 58,525
H27末

H28

72,376 69,272 42,795
5,469ha

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 26年度 27年度 28補正後

成果目標・
事業内容

○ 森林経営計画の作成促進面積　3,216ha　　(補正分：-2,770ha)
○ 施業集約化の促進面積　385ha　　(補正分：-531ha)
（設定理由：事業要件である森林経営計画の作成、又は集約的な施業が事業実施により促進される面積。市町村計画をもとに設
定）

（単位：千円）　

H29
目標

補正予算 -37,582 -19,901 -15,730

合計（A)
3,216ha

Aの
財源

23,959 21,561 14,252

事業番号 10 01 05 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□当初要求　　□当初予算案　　■補正予算案　　　□点検

事　業　名 森林整備地域活動支援交付金 担
当
課

部局 林務部

課・局・室 森林政策課

総合５か
年計画

プロジェクト  E-mail

～

県が関与
する理由

【左記の説明、根拠法令等】

国からの交付金を県の基金として積み立て、市町村へ交付する制度である。
森林林業基本法第１２条第２項、森林整備地域活動支援交付金要綱

県でなければ実施不可（法令等義務）

rinsei@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
1-4 森林を活かす力強い林業・木材産業づくり

1 林業再生の実現 実施期間 H14

　森林経営計画は、森林所有者の特定や森林施業の計画、所有者の承諾が必要であり、計画策定には時間と労務を要するため支援
が必要である。

　森林整備地域活動支援交付金事業は、森林経営計画の作成や、間伐等の施業集約化に必要な活動に対して支援を行う事業で、持
続的な森林経営や保全及び計画的な間伐実施を推進する。
成果目標：平成32年度　森林経営計画の策定面積　514千ha

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

人口定着・
確かな暮
らし実現総
合戦略

信州創生の基本方針

施策展開

成果目標の達成状況

項目 H26末

5,142ha

665ha 469ha 385ha

（補正後）
項目 実施方法 H28実施内容

（補正前） （2月補正）

１　森林整備地域活動支援交付金事業 42,756

合計 58,525 -15,730 42,795

39

森林経営計画
の作成促進面
積

施業集約化の
促進面積

２　基金積立金

交付金

財産
収入

基金を適切に運用
・基金積立金の運用益

森林経営計画の作成及び施業の集約化を促進
・森林情報収集及び施業の同意取得を支援。交付
先（市町村）

58,497

28

-15,741

11


